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1　事業の概要

30年度

２　今後の事業の方向性

令和元年度

4,192

□当初要求　□当初予算案　□補正予算案　　■点検事業改善シート （30年度実施事業分）

29年度 30年度

目標値

12,000人

75%

800人

成果

①　障がい等の理解促進を図る信州あいサポート運動の担い手で
ある「あいサポーター数」を成果目標に設定
②　施設従事者等が障がい者虐待防止の正しい理解と知識を習得
する虐待防止研修への出席法人数の割合を成果目標に設定
③　手話やろう者に対する理解を深める県民向け手話講座の参加
者数を成果指標に設定

成果指標
設定理由

備考
予算超過額については、050901、050902の各
シートに記載の事業から流用により対応。

目標に対する
成果の状況

①　　あいサポート推進員及びあいサポートメッセンジャーの活動により、研修会の回数は前年度を上回ったが、あいサポーター数は目
標に届かなかった。
②　研修未受講法人に対し、個別に開催通知を送付する等の工夫をし、積極的な受講を促したことにより、目標達成となった。
③　手話講座はこれまで主要市等の同じ場所で複数回開催していたが、県内幅広い地域の方に参加していただくため、開催場所を見
直し様々な市町村で開催したところ、町村開催分等で少人数の講座もあったため目標未達成となった。

今後、事業を
どのようにし
ていきたいか

□ 事業を実施しない □ 事業を見直して実施 ■ 事業を現行どおり実施

課　題 今後の方向性

・障がいの有無にかかわらず、誰もがお互いに人格と個性を尊
重し、共に支え合う「共生社会」を実現するためには、社会モデ
ルの考え方を前提として、様々な心身の障がいを正しく理解し、
必要かつ合理的な配慮を考え、社会の仕組みを変えていくこと
が必要である。

・誰もが暮らしやすい共生社会実現のため、障がい特性や必要な配
慮等を理解し、手助けを実践する「信州あいサポート運動」を推進し、
援助や配慮が必要な方が周囲に知らせることができる「ヘルプマーク」
を平成30年度から導入。
・障がい者虐待防止対策支援事業において、障がい者権利擁護(虐
待防止)センターを設置し、虐待に関する相談対応や市町村への助
言・情報提供等を行うとともに、施設従事者等を対象とした障がい者
虐待防止研修を実施。

 概算人件費
（Ｃ）

 概算事業費（B（A）+C）

 決　　算　　額（B）

概　算
人　件

費

 職員数（人）

23,947 22,971

8.55 7.35

69,272

93,219

60,402

83,373

7.35

60,402

90,040

27 71
608人 未達成

29,638

17,976

11,584

78
650人

①
あいサポーター数(単
年）

県民向け手話講座参
加者数

21,989
7,792人

78%

当初予算
No 成果指標 29年度

達成状況

　県　債
②

虐待防止研修出席法
人数の割合

24,226 17,726
73% 達成

28,258

28,258

21,989 29,638

事業番号 05 09 03

事
 

業
 
コ
 

ス
 
ト

区　分（単位：千円） 指標及びその達成状況

予
算
額

前年度繰越

補正予算

合計（A)

目指す姿

　障がいの有無にかかわらず全ての人々が、相互に理解を深め、支え合う「心のバリアフリー」を推進するとともに、障がいを理由とした
不当な差別的取扱いや虐待を受けることがないよう、障がい者の権利を擁護する取組を推進し、共生社会の実現を目指す。

（主な実施内容：虐待防止対策支援事業、差別解消体制整備事業、信州あいサポート運動推進事業、手話言語条例関連事業　　な
ど）

Aの
財源

　一般財源

　国庫支出金

8,474人 未達成

　その他
③

現状
(予算編成時)

・障がいを理由とした差別や偏見により、障がいのある人が不利益を被るなどの実態があり、障
がいや障がいのある人に対する正しい理解が必要である。
　(人権に関する県民意識調査（H27）：障がい者に対する理解不足(63.4%)）
・障害者虐待防止法施行により虐待を防止するための措置が講じられた以降も虐待事案が継続
して発生している。

4,005

30年度
決算額

22,971 千円

職員数 7.35 人

shogai-shien@pref.nagano.lp.jp
事　業　名 権利擁護推進事業

部局 健康福祉部 課・室 障がい者支援課

実施期間 H3
E-
mail

総合５か年計画（しあわせ信州創造プラン2.0）

８つの重点目標 就業率

総合的に展開する
重点政策

3-2 世界を魅了するしあわせ観光地域づくり 5-1 多様性を尊重する共生社会づくり
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３　事業を構成する細事業の内容 (単位：千円)

1

2

3

4

5

6

合計 7.35

　障がい者施策の総合的・計画的な推進に必要な事項を調
査審議する障がい者施策推進協議会を開催するとともに、県
民の障がい等に対する理解促進を図る啓発運動等を実施し
た。

1.00

4,250 3,125

4,543

8,542

1,008 751 2,885

　障がい者権利擁護(虐待防止)センターを設置し、虐待に関
する相談対応や市町村への助言・情報提供等を行うととも
に、施設従事者等及び市町村職員を対象とした研修を実施
した。

2.20 970 710 4,023

21,989 22,971 29,638

4,102

　障がい者社会参加推進センターを設置し、障がい者の現
状・課題や多様なニーズを把握するとともに、障がい者の自
立と社会参加、理解促進のための啓発活動を行った。

0.05 6,084 6,084 5,543

　手話言語条例に基づき、手話やろう者に対する県民の理
解を促進し、手話の普及等のための各種事業を実施した。

0.80

1.50 6,064 8,987

　障がい者差別解消推進員を設置し、障がい者等からの相
談対応や出前講座等による啓発、企業等へ実践的啓発を実
施するとともに、連携会議を通じ関係機関相互の情報共有
及び連携を図った。

1.80 3,613 3,314

手話言語条例関連事業

障がい者社会参加推進セ
ンター設置事業

　障がいのある人もない人も暮らしやすい共生社会を目指す
ため、信州あいサポート運動（支え手）とヘルプマーク普及啓
発（受け手）を障がい者理解を促進する両輪と捉えて推進し
た。

障がい福祉啓発推進事業

障がい者虐待防止対策支
援事業

障がい者差別解消体制整
備事業

信州あいサポート運動推進
事業

No 30年度　実施内容（実績）
令和元年度

（人） （当初） （決算） （当初）

プロジェクト
細事業名

No

平成30年度職員数
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事　業　改　善　シ　ー　ト　附　表 □当初要求　　□当初予算案　　□補正予算案　　　■点検

05 09 03

29年度

障がい福祉啓発推進事業 長野県障がい者施策推進協議会
直
接

障がい者に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図る
ため、必要な事項を調査審議する障がい者施策推進協議
会を開催

長野県障がい者施策推進協議会を年間２回開催した。
計画通り

○
749 505 505 391

障がい福祉啓発推進事業 障がい者（児）福祉啓発推進事業
直
接

・障がい者関係表彰の実施
・制度周知用冊子の印刷
・障がい者週間啓発活動の実施

・社会福祉表彰を実施した。
・「障がいのある方の自立支援のしおり」を作成し、関
係機関に配布した。
・障がい者週間中に長野駅及び松本駅で啓発活動を実施
した。

計画通り
○

503 503 503 360

障がい福祉啓発推進事業
第59回北信越ろうあ者大会・第43
回北信越手話通訳問題研究集会

補
助
金

－ - 300 - - - -

障がい者虐待防止対策支援事業
障がい者権利擁護（虐待防止）セ
ンター運営

直
接

障がい者虐待に関する相談対応や関係機関との連絡調整
等の業務を行う行政嘱託員の配置

虐待防止推進員を１人配置した。
雇用期間：H30.4.1～H31.3.3.31

計画通り
○

2,959 196 196 191

障がい者虐待防止対策支援事業
障がい者福祉施設従事者等のため
の障がい者虐待防止研修

直
接

・障がい者虐待防止研修の講師養成
・障がい者虐待防止研修の実施
・市町村虐待防止センターの機能強化

・８月に開催された指導者養成研修へ、講師養成のため
職員を派遣した。
・県内５会場にて障害者福祉施設従事者等向け研修を実
施した。
・県内２会場にて市町村職員向け研修を実施した。その
他、随時市町村からの事案対応に関する相談に応じ、助
言指導を行った。

計画通り
○

678 774 774 519

障がい者差別解消体制整備事業 障がい者差別解消推進員の設置
直
接

障がいを理由とする差別に関する相談対応や関係機関と
の連絡調整等の業務を行う行政嘱託員の配置

差別解消推進員を１人配置した。
雇用期間：H30.4.1～H31.3.3.31

計画通り
○

3,099 3,094 3,166 3,152

障がい者差別解消体制整備事業
差別解消のための情報共有・啓発
等

直
接

・差別解消支援地域協議会開催
・差別解消啓発パンフレット作成

・差別解消支援地域協議会を開催した。（１回）
・内閣府作成の差別解消啓発パンフレットを活用し、啓
発を行った。

計画通り
○

386 447 447 162

障がい者差別解消体制整備事業
事業者向け障がい者差別解消接遇
研修

委
託

－ - 259 0 0

障がい者プラン(県障害者計画・県
障害者福祉計画）策定事業

実態調査
委
託

－ 2,604 - -

障がい者プラン(県障害者計画・県
障害者福祉計画）策定事業

プラン冊子作成
直
接

－ 1,827 - -

信州あいサポート運動推進事業 信州あいサポート運動
直
接

あいサポーターの募集及び信州あいサポート運動の普及
を図るための研修の実施

あいサポーターの募集及びあいサポート運動の普及を図
るための研修を実施した。
あいサポーター研修開催回数：113回
あいサポートメッセンジャー研修：1回

計画通り
○

1,064 1,064 432 22

信州あいサポート運動推進事業
信州あいサポートフォーラムの開
催

委
託

信州あいサポート運動の普及啓発のため、信州あいサ
ポートフォーラム2018を開催
　委託先(予定）：（社福）長野県身体障害者福祉協会

あいサポート運動の普及啓発のため、11月1日に信州あ
いサポートフォーラム2018を開催した。
委託先：（社福）長野県身体障害者福祉協会

計画通り
○

410 410 410 410

信州あいサポート運動推進事業 信州あいサポート推進員の設置
直
接

信州あいサポート運動を推進するため行政嘱託員を配置
信州あいサポート推進員を１人配置した。
雇用期間：H30.4.1～H31.3.31

計画通り
○

2,353 2,902 2,902 2,985

当初
(千円)

補正
(千円)

決算
(千円)

3

3

1

細事業
No

1

1

3

2

項目

実
施
方
法

30年度　実施内容（予定）

健康福祉部 障がい者支援課課・室

4

権利擁護推進事業

30年度
実施
状況

部局
事業番号

事　業　名

細事業名

30年度

30年度　実施内容（実績）
当初
(千円)

要求
(千円)

4

4

2
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29年度

当初
(千円)

補正
(千円)

決算
(千円)

細事業
No

項目

実
施
方
法

30年度　実施内容（予定）

健康福祉部 障がい者支援課課・室権利擁護推進事業

30年度
実施
状況

部局
事業番号

事　業　名

細事業名

30年度

30年度　実施内容（実績）
当初
(千円)

要求
(千円)

信州あいサポート運動推進事業 ヘルプマークの作成及び広報
直
接

ヘルプマークを作成し、普及を図るための広報等を実施
H30.7から市町村窓口、保健福祉事務所窓口等でヘルプ
マークの作成を開始。合わせて普及を図るための広報を
実施した。H30配布数実績：7,138個

計画通り
○

- 5,217 2,320 5,570

手話言語条例関連事業 手話に対する理解促進
直
接

手話及びろう者の理解促進と手話の普及のため、イベン
トの開催、啓発パンフレット作成等を実施

手話及びろう者の理解促進と手話の普及のため、イベン
トの開催、啓発パンフレット作成等を実施

計画通り
○

2,067 1,451 1,451 1,000

手話言語条例関連事業 手話の普及(手話講座の開催）
委
託

県民の手話取得を推進するため、手話講座（一般県民向
け、市町村向け、おでかけ・観光関係者向け）の開催を
委託

県民の手話取得を推進するため、手話講座（一般県民向
け、市町村向け、おでかけ・観光関係者向け）の開催を
委託

計画通り
○

796 1,303 1,012 700

手話言語条例関連事業 　　〃　　（補助事業）
補
助
金

県民の手話取得を推進及びろう者とろう者以外の者の交
流の機会を増やすため、手話学習会を主催する事業所及
び手話活動サークルの交流活動等へ補助

県民の手話取得を推進及びろう者とろう者以外の者の交
流の機会を増やすため、手話学習会を主催する事業所及
び手話活動サークルの交流活動等へ補助

計画通り
○

1,050 700 700 338

手話言語条例関連事業
　　〃　　（手話ガイドブックの
作成、手話辞典の作成）

－ - - - - -

手話言語条例関連事業 手話や文字による情報提供
委
託

－ 320 - - - -

手話言語条例関連事業
　　　〃
　（手話通訳者付観光ツアー）

直
接

－ 4 - - - -

手話言語条例関連事業 相談体制の整備・生活支援
委
託

ろう者の相談・支援の機会を確保するため、ろう者相談
員の設置を委託

松本にろう者の相談員を設置した。
延べ相談件数：235件
委託先：（社福）長野県聴覚障害者協会（随意契約）

計画通り
○

1,052 1,087 1,087 1,087

障がい者社会参加推進センター設
置事業

障がい者社会参加推進センター設
置

委
託

障がい者の現状・課題や多様なニーズの把握及び障がい
者の自立と社会参加、理解促進のための啓発活動等を委
託

障がい者の現状・課題や多様なニーズの把握及び障がい
者の自立と社会参加、理解促進のための啓発活動等を委
託した。（講演会等を実施）
委託先：（社福）長野県身体障害者福祉協会（随意契
約）

計画通り
○

6,037 6,084 6,084 6,084

28,258 25,996 21,989 0 22,971合　　　　計

4

6

5

5

5

5

5

5

5


